
令和４年度

府 中 市 補 正 予 算 書

並びに予算に関する説明書

議案第 ２９ 号 一般会計（第７号）
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議案第 ２９ 号 

 

   令和４年度府中市一般会計補正予算(第７号) 

 

令和４年度府中市の一般会計の補正予算(第７号)は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ６４８，００３千円を

減額し、歳入歳出それぞれ２２，９９９，０３０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加及び変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の変更及び廃止は、「第４表地方債補正」による。 

 

  令和５年２月２７日提出 

 

                府中市長 小 野 申 人  
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1 4,805,237 99,600 4,904,837

1 市民税 1,849,461 98,000 1,947,461

2 固定資産税 2,234,847 △40,000 2,194,847

4 市たばこ税 212,794 41,600 254,394

3 4,925 △2,794 2,131

1 利子割交付金 4,925 △2,794 2,131

4 19,479 3,572 23,051

1 配当割交付金 19,479 3,572 23,051

5 26,363 △10,352 16,011

1 株式等譲渡所得割交付金 26,363 △10,352 16,011

6 86,337 9,757 96,094

1 法人事業税交付金 86,337 9,757 96,094

7 951,586 17,448 969,034

1 地方消費税交付金 951,586 17,448 969,034

8 23,566 △3,432 20,134

1 環境性能割交付金 23,566 △3,432 20,134

10 6,800,868 123,148 6,924,016

1 地方交付税 6,800,868 123,148 6,924,016

12 142,055 △12,013 130,042

1 分担金 19,400 △7,200 12,200

2 負担金 122,655 △4,813 117,842

13 273,095 △1,334 271,761

1 使用料 167,852 △1,334 166,518

14 3,943,803 △131,697 3,812,106

1 国庫負担金 2,186,735 △44,846 2,141,889

2 国庫補助金 1,754,474 △86,451 1,668,023

環境性能割交付金

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

市税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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3 委託金 2,594 △400 2,194

15 1,700,072 △84,114 1,615,958

1 県負担金 1,001,249 △25,065 976,184

2 県補助金 592,337 △59,762 532,575

3 委託金 106,486 713 107,199

16 11,331 3,828 15,159

2 財産売払収入 0 3,828 3,828

18 1,163,145 △533,055 630,090

2 基金繰入金 1,152,710 △533,055 619,655

20 771,976 △57,565 714,411

3 貸付金元利収入 452,827 △56,000 396,827

4 雑入 306,521 △1,565 304,956

21 2,157,324 △69,000 2,088,324

1 市債 2,157,324 △69,000 2,088,324

23,647,033 △648,003 22,999,030

繰入金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

計

 千円  千円  千円

県支出金

財産収入

款 項 補正前の額 補　正　額
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1 219,538 △10,945 208,593

1 議会費 219,538 △10,945 208,593

2 2,337,223 △39,947 2,297,276

1 総務管理費 1,796,718 25,325 1,822,043

2 徴税費 214,772 △11,700 203,072

3 戸籍住民基本台帳費 220,888 △32,401 188,487

4 選挙費 84,652 △17,821 66,831

6 監査委員費 18,209 △3,350 14,859

3 8,090,718 △331,578 7,759,140

1 社会福祉費 4,373,748 △117,221 4,256,527

2 児童福祉費 3,082,476 △228,265 2,854,211

3 生活保護費 621,924 13,908 635,832

4 2,770,462 △127,085 2,643,377

1 保健衛生費 1,852,706 △77,841 1,774,865

2 清掃費 917,756 △49,244 868,512

5 51,175 △150 51,025

1 労働諸費 51,175 △150 51,025

6 493,178 △51,162 442,016

1 農業費 381,096 △27,003 354,093

2 林業費 112,082 △24,159 87,923

7 947,355 △74,500 872,855

1 商工費 947,355 △74,500 872,855

8 2,892,685 42,113 2,934,798

1 土木管理費 409,986 △55,220 354,766

2 道路橋梁費 1,022,337 43,190 1,065,527

5 都市計画費 1,344,017 57,143 1,401,160

商工費

土木費

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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6 住宅費 60,784 0 60,784

7 地籍調査費 48,970 △3,000 45,970

10 2,275,954 △33,954 2,242,000

1 教育総務費 542,007 △11,402 530,605

2 小学校費 325,239 2,000 327,239

3 中学校費 212,681 △700 211,981

4 社会教育費 361,903 △13,258 348,645

5 社会体育費 496,628 △7,000 489,628

6 学校給食費 337,496 △3,594 333,902

11 251,250 △8,123 243,127

2 土木災害復旧費 181,300 △8,123 173,177

12 2,612,379 △16,500 2,595,879

1 公債費 2,612,379 △16,500 2,595,879

13 1,261 3,828 5,089

1 基金費 1,261 3,828 5,089

23,647,033 △648,003 22,999,030

諸支出金

歳　　出　　合　　計

補　正　額 計

 千円

教育費

災害復旧費

公債費

 千円  千円

款 項 補正前の額
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第２表　繰越明許費補正

（追　加）

２ 児 童 福 祉 費 児童福祉事業経費 5,349

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 政策推進経費
千円

5,000

基本計画等策定経費 1,495

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 介護保険特別会計繰出金経費 3,924

新型コロナウイルスワクチン住民接種に要する経費 64,000

新型コロナウイルス感染症対策経費 900

３
戸籍住民基本台
帳 費

戸籍住民基本台帳事務経費 45,000

４ 衛 生 費 １ 保 健 衛 生 費 地域医療対策経費 55,700

周辺地域の魅力ある地域づくりの支援事業経費 93,684

社会資本整備総合交付金事業（単独分） 83,000

単市分事業経費 8,896

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 辺地対策事業経費 33,310

新型コロナウイルス感染症対策経費 807

７ 商 工 費 １ 商 工 費 商工業振興施設整備経費 13,385

恋しき施設整備経費 4,400

観光宣伝事業経費 2,434

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

６ 農林水産業費 １ 農 業 費 農業振興対策経費 3,396

地域農政対策経費 800

農業体質強化基盤促進事業経費 12,756

単市事業費 7,041

土地改良施設維持管理適正化事業経費 39,700

２ 林 業 費 小規模崩壊地復旧事業経費 19,254

２ 清 掃 費 施設建設事業経費 7,063

文化センター整備経費 3,000
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（追　加）

　(変　更)

狭あい道路整備等推進事業経費 11,500

補助事業経費 80,500

単市分事業経費 5,780

桜が丘団地販売促進事業経費 29,300

５ 都 市 計 画 費 単独事業経費 12,100

橋梁長寿命化事業経費 85,300

過疎対策事業経費 33,581

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 安全・安心な通学路の確保事業経費
千円

53,936

１１ 災 害 復 旧 費 ２ 土木災害復旧費 現年発生災害復旧事業経費

住環境整備事業経費 7,755

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

７ 商 工 費 １ 商 工 費 産業連係室事務経費
千円

30,000

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 都市再生整備計画事業経費 76,255

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 小学校施設整備経費 103,621

１０ 教 育 費 ５ 社 会 体 育 費 体育施設整備経費 182,520

8,000
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

７ 商 工 費 １ 商 工 費 産業連係室事務経費
千円

30,300

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 都市再生整備計画事業経費 90,968

１０ 教 育 費 ２ 小 学 校 費 小学校施設整備経費 175,466
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第３表　債務負担行為補正

  （追　加）

  （変　更）

事 項 期 間 限 度 額

千円

府中市上下運動公園指定管理委託料（追加分）
令和5年度

～ 9,222

令和6年度

補 正 前

事 項 期 間 限 度 額

千円

ファイルサーバ・ネットワーク機器等リース料
令和5年度

～ 60,558

令和9年度

令和7年度

学校給食調理・配送業務委託料 ～ 340,000
令和5年度

令和5年度 661,767

環境センター解体工事監理業務委託料 令和5年度 8,722

小規模事業者経営改善資金（コロナ対策）利子補給 令和9年度 3,000

環境センター解体工事
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補 正 後

事 項 期 間 限 度 額

千円

ファイルサーバ・ネットワーク機器等リース料
令和5年度

～ 47,937

令和9年度

令和7年度

令和5年度
学校給食調理・配送業務委託料

環境センター解体工事
令和5年度

～ 288,942

661,767

令和6年度
～

環境センター解体工事監理業務委託料
令和5年度

～ 8,722

令和6年度

小規模事業者経営改善資金（コロナ対策）利子補給 ～ 6,000
令和9年度

令和10年度
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第４表　地方債補正

　(変　更)

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

文 化 施 設 整 備 事 業 26,500

病 院 施 設 整 備 事 業 172,500

農 林 業 施 設 整 備 事 業 39,100

観 光 施 設 整 備 事 業 16,500

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 81,000

道 路 整 備 事 業 495,600

公 営 住 宅 整 備 事 業 35,600

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 474,300

　(廃　止)

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 3,000

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

普通貸借
又は

証券発行

年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の
利率

　借入先の融資条件による。
　 ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

文 化 施 設 整 備 事 業 23,300

病 院 施 設 整 備 事 業 145,700

農 林 業 施 設 整 備 事 業 31,500

観 光 施 設 整 備 事 業 1,500

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 73,600

道 路 整 備 事 業 502,000

公 営 住 宅 整 備 事 業 27,100

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 470,400

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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１　総　　括

（歳　　入）

1 市税 4,805,237 99,600 4,904,837

3 利子割交付金 4,925 △2,794 2,131

4 配当割交付金 19,479 3,572 23,051

5 株式等譲渡所得割交付金 26,363 △10,352 16,011

6 法人事業税交付金 86,337 9,757 96,094

7 地方消費税交付金 951,586 17,448 969,034

8 環境性能割交付金 23,566 △3,432 20,134

10 地方交付税 6,800,868 123,148 6,924,016

12 分担金及び負担金 142,055 △12,013 130,042

13 使用料及び手数料 273,095 △1,334 271,761

14 国庫支出金 3,943,803 △131,697 3,812,106

15 県支出金 1,700,072 △84,114 1,615,958

16 財産収入 11,331 3,828 15,159

18 繰入金 1,163,145 △533,055 630,090

20 諸収入 771,976 △57,565 714,411

21 市債 2,157,324 △69,000 2,088,324

23,647,033 △648,003 22,999,030歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

（千円） （千円）

給　　料 △ 50,963

職員手当 2,358

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初任給

令和５年１月１日現在

高 校 卒 154,600 151,900

大 学 卒 185,200 －

－

区　　　　　分 学　　　歴
国　　 の　　制　　度

行政職一（円） 行政職二（円）

令和５年１月１日現在

高 校 卒 158,900 158,900

大 学 卒 185,200

平 均 年 齢 ４２歳８月 ５２歳７月

区　　　　　分 学　　　歴 一　　般　　職（円） 技能業務職(円）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 320,738 358,580

令和４年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 389,424 374,939

令和５年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 375,792 373,246

平 均 年 齢 ４３歳３月 ５３歳４月

区　　　　　　　　　　分 一　　般　　職 技能業務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 327,203 360,527

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 2,358 人事異動による

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 50,963 人事異動による

増減事由別内訳 説　　　明

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う
増 減 分
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ウ 級別職員数

級

　　（級別の基準となる職務）

７　級

エ 期末手当・勤勉手当

オ 地域手当

カ その他の手当

市： 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

国； 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

通 勤 手 当 同じ。

扶 養 手 当 同じ。

住 居 手 当 異なる。

家賃額に対する支給基準が異なる。

28,000円

国の支給基準に基づく支給率（％） 10.00 20.00

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 4 1

12,000円

27,000円

16,000円

支 給 対 象 地 域 広島市 東京都特別区

支 給 率 （ ％ ） 10.00 20.00

補 正 前 2.150 2.250 4.400

国 の 制 度 2.150 2.250 4.400

（月分）

補 正 後 2.150 2.250 4.400

課長

区　　分 １　級

部長

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

６　級

308

一　般　職
１級主事
１級技師

１級技術職

２級主事
２級技師

２級技術職

主任主事
主任技師

主任技術職

主任
技術主任

係長

(1) (33.3)

２　級 ３　級 ４　級 ５　級

7 2.3

1 6.7

20.8 13 86.6

15 100.0

18.8

43 13.9 1

100.0

7 2.3

88 28.6

７級

計
100.0 15

1

６級

6.7

308

57 18.5

41 13.3

15

6.7

70 22.7 13 86.6

34 11.0 1 6.7

区 分
一　　　般　　　職 技　能　業　務　職

職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

２級

令和４年４月１日現在

(2)

(1)

(3)

64

令和５年1月１日現在

11 3.6

(100.0)

１級

３級

４級

５級

６級

１級

２級

３級

４級

５級

(66.7)

２級

３級

７級

計

(33.3)

4.9

４級

５級

１級

80 26.0

58

１級

６級

７級

計

(2) (66.7)

41 13.3

(3) (100.0)

100.0
計

２級

３級

４級

５級

６級

７級
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